
銃器対策の強化に向けた体制の確立について

平成７．１２．１５ 警察庁丙銃発第４３号

警察庁生活安全局長から各地方機関の長、各都道府

県警察の長 （参考送付先）庁内各局部課長、各附

属機関の長あて

銃器対策の推進については 「銃器対策の徹底強化について （平成７年８月２５日付、 」

け、警察庁乙生発第１５号他 「銃器対策の推進要領について （平成７年８月３０日付）、 」

け、警察庁丙銃発第２６号他）等により通達され、現在、各都道府県警察において、水際

における銃器の流入の阻止と国内に潜在する銃器の摘発に向け、根源的かつ悪質な事件を

重点に、各種の取組みを推進しているところであり、特に、大半の都道府県警察では来春

の異動期を目途に銃器専従摘発体制の更なる整備が検討されているが、銃器対策部門の体

制整備についての考え方、及びその果たすべき役割については次のとおりであるので、遺

憾のないようにされたい。

１ 体制整備についての考え方

( ) 各都道府県警察の内部の体制については、基本的に当該都道府県の治安の実情を総1

合的に勘案しつつ判断されるべきものでるが、銃器問題については、政府においても

最優先課題の一つとして強力な対策が推進されつつあることを踏まえ、積極的な体制

整備を進めること。

( ) 警察本部の組織について、課制とするか室とするかは当該都道府県の規模等による2

ものであって、一律に基準を示せるものではないが、いずれにせよ、その長は専任者

を充てることにより、銃器対策の責任体制を明確化する方向で検討すること。

( ) 銃器対策課（室）の規模についても （２）と同様、一概にはいえないが、根源的3 、

かつ悪質な事件の内偵捜査を推進する上で遺憾のない規模とすること。

( ) 銃器事犯の国際性、広域性及び潜在性を踏まえ、こうした特性に対応した技量を有4

する真に優秀な捜査員を登用するとともに、その計画的な育成に向けた人事・教養上の

システムの構築を図ること。

２ 銃器対策課（室）の果たすべき役割

( ) 銃器対策課（室）は、都道府県警察における総合的な銃器対策推進上の要としての1

機能を発揮するため、関係部門と緊密に連携しつつ、当該都道府県警察の銃器摘発上

の問題点の把握と対策の立案、捜査手法の開拓、専門的な捜査官の育成、予算・装備

の確保等を推進すること。

なお、今後推進していくべきこの種事犯捜査は新しい分野でもあるだけに、銃器捜

査の適正な推進の観点からの教養訓練等の対策についても十分配意すること。

( ) 自ら銃器摘発の中核部隊として、根源的かつ悪質な事件を重点に、銃器事犯の検挙2

の徹底を期するとともに、関係部門の行う銃器摘発についても関連情報の提供等緊密

な協力関係を保持すること。

このため、平素から、暴力団対策、右翼対策、薬物対策等の関係部門と連携を密に

、 。し 当該都道府県における銃器情報の総合的な集約と分析が実現するよう努めること



( ) 他の取締り機関、行政機関、民間団体等が行う銃器対策について、警察の施策との3

調整を図るための窓口として、所要の役割を行うこと。


